
宮崎県　都城市 経営比較分析表（令和4年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法非適用 電気事業 非設置 該当数値なし

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

1 - - -

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ・ＦＩＰ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

- -
令和１９年８月３１日　都城市営　駒

発電所
無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

九州電力　株式会社 -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H30 R01 R02 R03 R04

水力発電 2,385 2,322 1,120 2,606 2,830

ごみ発電 - - - - -

風力発電 - - - - -

太陽光発電 - - - - -

合計 2,385 2,322 1,120 2,606 2,830

ＦＩＴ・ＦＩＰ以外 ＦＩＴ・ＦＩＰ 合計

年間電灯電力量収入（千円） - 59,430 59,430

１．経　営　の　状　況

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04
■当該値 128.0 123.7 62.2 137.6 111.9 ■当該値 305.3 288.8 150.6 312.2 192.5 ■当該値 - - - - - ■当該値 17,724.5 18,509.0 37,283.0 16,819.6 20,676.7 ■当該値 36,417 34,790 8,784 41,042 31,509
■平均値 123.2 134.7 141.8 138.2 135.0 ■平均値 240.1 253.6 238.0 227.5 238.5 ■平均値 - - - - - ■平均値 19,863.5 19,066.3 18,998.7 17,544.5 19,886.6 ■平均値 34,140 33,434 36,820 35,532 36,111

２．経　営　の　リ　ス　ク ２．経営のリスクについて

●施設全体 ●発電型式別

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04
■当該値 64.8 62.9 30.4 70.8 63.3 ■当該値 64.8 62.9 30.4 70.8 63.3 ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - -
■平均値 32.6 31.3 31.8 31.6 30.4 ■平均値 57.6 60.4 54.1 58.1 55.4 ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04
■当該値 19.1 37.8 15.5 44.4 7.0 ■当該値 19.1 37.8 15.5 44.4 7.0 ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - -
■平均値 7.3 5.4 6.4 5.0 3.9 ■平均値 8.7 14.9 16.2 5.6 7.0 ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04
■当該値 819.3 788.7 1,525.0 615.3 529.5 ■当該値 819.3 788.7 1,525.0 615.3 529.5 ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - -
■平均値 160.4 175.4 166.4 201.7 192.3 ■平均値 375.0 314.5 339.9 303.6 276.9 ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04
■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - -
■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04
■当該値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ■当該値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - - ■当該値 - - - - -
■平均値 83.4 82.5 83.2 87.9 82.3 ■平均値 94.7 96.0 97.1 98.9 99.1 ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -

※ 平成30年度から令和4年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、FIT・FIP収入割合については、令和4年度の団体数を基に平均値を算出しています。

全体総括

基金への積立の有無…有
  目的：施設機器更新のため積立金へ組入れ　　16,387千円
一般会計への繰出しの有無…無
その他の有無…無

電気事業により生じた利益は、将来の施設更新に充てるための電気事業特別会計準備基金に積み立てることを基本としている。
積立金は、令和３年度剰余金の繰越額16,353千円と基金運用利息34千円を積み立てており、年間では黒字となった。

○「収益的収支比率」及び「営業収支比率」
　「収益的収支比率」及び「営業収支比率」ともに単年度の収支
は、黒字である。
　令和４年10月から、発電出力の増強により、売電収入が増加し
たため、総収入は増加した。しかし、発電出力増強等に伴う委託
料により、例年より総費用が増加したことから、「収益的収支比
率」及び「営業収支比率」の数値は、前年度比で減少した。

○「供給原価」
　発電出力の増強により、年間発電電力量は増加した。しかし、
発電出力増強等に伴う委託料により、例年より総費用が増加した
ことから、「供給原価」の数値は、前年度比で増加した。

○「EBITDA」
　発電出力の増強により、売電収入は増加した。しかし、発電出
力増強等に伴う委託料の支出額が、売電収入増加額を上回ったた
め、「EBITDA」の数値は、前年度比で減少した。

○「設備利用率」
　令和４年４月～９月は、最大出力420ｋWで稼働していた。同年
10月から510ｋWに最大出力電力が増加したため、年間発電電力量
は増加したものの、設備利用率は、10月以降の最大出力量で算定
するため前年度と比較して減少した。

○「修繕費比率」
　昭和31年１月の運用開始から60年以上が経過し老朽化していた
発電設備（水車・発電機）と発電所建屋については、平成27年６
月から平成29年７月の期間で更新を行い、平成29年８月から安定
して運転を行っている。
　令和３年度に排砂ゲート破損に係る大規模な修繕を行い、令和
４年度は、維持補修として支線堰堤護岸修繕等を行ったが、修繕
費用は前年度と比較し減少したため、修繕費比率は減少した。
　今後も、経年劣化や風水害に伴う損傷に対する維持補修を計画
的かつ適切に行うことで長寿命化を図っていく。

○「企業債残高対料金収入比率」
　平成29年7月からの操業再開及びＦＩＴ適用価格による売電開
始によって、黒字経営を今後も維持しつつ令和19年度までに返済
を完了する見込である。

○ＦＩＴ割合収入
  料金収入は、すべてＦＩＴを適用した九州電力へ売電してい
る。そのため、固定価格買取制度の調達期間終了後における減収
リスクを考慮しつつ経営を行っている。

　令和４年10月に発電出力増強を行ったため、発電量及び売電収
入については、今後、増加するものと思われる。
　しかし、発電設備（水車・発電機）及び建屋の更新は平成29年
度に実施したものの、昭和３１年度の発電開始以降、更新されて
いない施設も多く、老朽化に伴う修繕費等の増加が懸念される。
　今後も引き続き健全かつ適正な経営管理を行い、電気事業の発
展に努めていく。
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宮崎県　都城市 経営比較分析表（令和3年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法非適用 電気事業 非設置 該当数値なし 余剰金は、将来の施設機器の更新に充てるための「電気事業特別会計準備基金」に積み立てている。
令和3年度では、前年度での施設の故障に対する復旧工事を本年度まで繰り越して実施したため、工事期間は発電停止となり減収となった。また、工事請
負経費等の計上により年間では赤字となり、余剰金は発生していない。

○「収益的収支比率」及び「営業収支比率」
　令和３年度に排砂ゲートの修繕が完了し、発電停止による売電収入の減収が改善し
たことから、安定した発電が再開できており、令和元年度と同水準の黒字となってい
る。
○「供給原価」
　令和３年度に排砂ゲートの修繕が完了し、発電停止による売電収入の減収が改善し
たことなどにより、令和元年度と同水準となっている。
○「EBITDA」
　収入のほとんどは売電収入であることから、天候等の環境的要因に左右されやすい
が、当年度は梅雨の期間が例年より長期間であったことなどにより年間降水量が増加
したことから、売電収入が増加した。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

- - 令和１９年８月３１日　都城市営　駒発電所 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

1 - - -

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

九州電力　株式会社 -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H29 H30 R01 R02

ごみ発電 - - - - -

R03

水力発電 1,970 2,385 2,322 1,120 2,606

太陽光発電 - - - - -

風力発電 - - - - -

ＦＩＴ以外 ＦＩＴ 合計

年間電灯電力量収入（千円） - 54,727 54,727

合計 1,970 2,385 2,322 1,120 2,606

１．経　営　の　状　況

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 H30 R01 R02 R03R02 R03 H29
■当該値 145.0 128.0 123.7 62.2 137.6

H29 H30 R01R03 H29 H30 R01 R02 R03
34,790 8,784 41,042■当該値 15,490.4 17,724.5 18,509.0 37,283.0 16,819.6

■平均値 121.3 123.2 134.7 141.8 138.2

■当該値 29,090 36,417■当該値 - - - - -■当該値 290.2 305.3 288.8 150.6 312.2
■平均値 - - - - -■平均値 247.9 240.1 253.6 238.0 227.5 ■平均値 32,739 34,140 33,434 36,820 35,532■平均値 19,199.0 19,863.5 19,066.3 18,998.7 17,544.5

２．経営のリスクについて

○「設備利用率」
　取水している河川の水量では、発電機の最大出力を確保できる期間が出水期に限ら
れており、昨年度までの年間平均では、最大出力の６０％程度である。しかし、当年
度はその出水期間が例年より長く、総発電量が増加したことから、設備利用率は令和
元年度以前より上昇した。
○「修繕費比率」
　令和3年度に排砂ゲートの修繕を行ったことから比率は上昇した。今後も老朽化度
合を把握・分析し、計画的な更新に努めていく。
○「企業債残高対料金収入比率」
　平成２９年７月からの操業再開及びＦＩＴ適用価格による売電開始によって黒字経
営を確保しているが、排砂ゲート破損により、令和２年度の売電収入が大幅に減少
し、高料金収入比率が一時的に上昇した。しかし、令和３年度は、排砂ゲート修繕工
事の完了に伴い、総発電量が増加したことから比率は大幅に下降した。
　現在も安定した発電が継続できていることから、令和１９年度までに地方債償還金
の返済は完了する見込みである。
○「FIT収入割合」
　売電収入は全てＦＩＴを適用した九州電力への売電によるものである。このため、
固定価格買取制度の調達期間終了後における減収リスクを考慮しつつ、経営を行う。

●施設全体 ●発電型式別

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29

２．経　営　の　リ　ス　ク

30.4 70.8 ■当該値 -
R02 R03

■当該値 53.5 64.8 62.9 30.4 70.8 ■当該値 53.5
R01 R02 R03 H29 H30 R01H30 R01 R02 R03

- - - -
■平均値 32.7 32.6 31.3 31.8 31.6

- - - - ■当該値 -- - - - ■当該値 -64.8 62.9
■平均値 - - - - -■平均値 57.7 57.6 60.4 54.1 58.1 ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

H30 R01H30 R01 R02 R03 H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29
44.4 ■当該値 - -

R03
■当該値 38.9 19.1 37.8 15.5 44.4 ■当該値 38.9 19.1

R02 R03 H29 H30 R01 R02R01 R02 R03 H29
- - -

■平均値 5.3 7.3 5.4 6.4 5.0 ■平均値

- - - ■当該値 - -- - - ■当該値 - -37.8 15.5
- - - -

H29 H30 R01 R02 R03

- - - - - ■平均値- - - - - ■平均値5.4 8.7 14.9

H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29

-16.2 5.6 ■平均値

1,525.0 615.3 ■当該値 -
R02 R03

■当該値 1,062.6 819.3 788.7 1,525.0 615.3 ■当該値 1,062.6
R01 R02 R03 H29 H30 R01H30 R01 R02 R03

- - - -
■平均値 159.8 160.4 175.4 166.4 201.7

- - - - ■当該値 -- - - - ■当該値 -819.3 788.7
■平均値 - - - - -■平均値 394.9 375.0 314.5 339.9 303.6 ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

全体総括
H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 H30 R01 R02 R03 　昭和３１年に操業開始した発電所であるが、平成２９年度に発電設備(水車・発電

機)と発電所建屋の更新工事が完了し、併せてＦＩＴによる売電を開始したことで、
安定的に健全な経営を行うことができるようになった。
　ＦＩＴ適用期間は平成２９年７月開始で、令和１９年度までの２０年間。
　また、発電能力を現在の４２０ＫＷから５１０ＫＷに増大させる試験については、
令和２年度は排砂ゲート破損により翌年度に延期し、更に令和３年度は新型コロナウ
イルスの影響により再延期となり、令和４年度に完了した。
　これにより売電料の増収が見込めることとなったため、令和元年１２月に策定した
都城市電気事業経営戦略を令和５年度に見直して、今後も継続して健全かつ適正な経
営管理に努めることとしている。

R03 H29
■当該値 - - - -

- ■平均値

- - -
H29 H30 R01 R02R03 H29 H30 R01 R02 R03

- -- ■当該値 - - - -- -
■平均値 - - - - - ■平均値 - -

- ■当該値 - - - -- ■当該値 - -
- -

■当該値 -
-

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30

- - - ■平均値 - -- - - ■平均値 - -- - - -

R01 R02 R03 H29 H30 R01
- - -

R03 H29 H30 R01 R02
■当該値 - - -100.0

R03R02 R03 H29 H30 R01 R02
■当該値 -- - -■当該値 100.0 - - -

98.9■平均値 86.6 83.4 82.5 83.2 87.9
100.0 100.0 100.0■当該値 100.0 100.0 ■当該値 - -100.0 100.0 100.0

※ 平成29年度から令和3年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、FIT収入割合については、令和3年度の団体数を基に平均値を算出しています。

■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 92.0 94.7 96.0 97.1
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